
豊田市へき地医療拠点病院医療機器整備費補助金交付要綱  

 

（趣旨）  

第１条  この要綱は、豊田市補助金等交付規則（昭和４５年規則第３４号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、市内にあるへき地医療拠点病院の医療機器の

整備に対する補助金の交付に関し、必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。  

（１）へき地医療拠点病院  愛知県知事が指定する医療機関をいう。  

（２）医療機器  １機種当たり２０万円以上５，０００万円未満で別表第１に掲げる

要件のいずれかに該当する医療機器等をいう。  

（補助金の交付目的）  

第３条  この補助金は、市内にあるへき地医療拠点病院の医療機器の整備に要する費

用の一部を補助することにより、へき地における医療体制を確保し、もって市

民の健康の増進と福祉の向上を図ることを目的とする。  

（補助事業者）  

第４条  補助金の交付対象者（以下「補助事業者」という。）は、市内においてへき

地医療拠点病院を開設している者のうち、次の要件を全て満たす者とする。  

（１）法人等 (法人若しくは団体又は個人をいう。以下同じ。 )の役員等 (法人にあっ

ては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、その他の団体にあって

は法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等、個人にあってはその者

及び支店又は営業所を代表する者をいう。以下同じ。 )に暴力団員による不当な

行為の防止等に関する法律 (平成3年法律第77号 )第2条第6号に規定する暴力団員

(以下「暴力団員」という。 )又は暴力団員ではないが同条第2号に規定する暴力

団 (以下「暴力団」という。 )と関係を持ちながらその組織の威力を背景として暴

力的不法行為等を行う者 (以下「暴力団関係者」という。 )がいないこと。  

（２）暴力団員又は暴力団関係者 (以下「暴力団員等」という。 )がその法人等の経営

又は運営に実質的に関与していると認められる者でないこと。  

（３）法人等の役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員

等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等を利用するなどしていると

認められる者でないこと。  

（４）法人等の役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経

営若しくは運営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便

宜を供与するなど暴力団の維持運営に協力し、又は関与していると認められる者

でないこと。  

（５）法人等の役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべ

き関係を有していると認められる者でないこと。  

（６）法人等の役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であること

を知りながら、これを利用するなどしていると認められる者でないこと。  

（７）豊田市税の滞納がないこと。  

（補助対象経費）  
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第５条  補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助事

業者が行う医療機器の整備に係る費用とする。  

（補助金額等）  

第６条  補助金の額は、補助対象経費から寄附金その他の収入を控除した額の２分の

１の額とする。  

２  前項の規定にかかわらず、補助金の額は２，０００万円を限度とする。  

３  補助金の額の算定に当たっては、算出された額に千円未満の端数が生じた場合は、

これを切り捨てるものとする。  

４  補助金の額に当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法

（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控

除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて

得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）が含まれている

場合は、当該消費税等仕入控除税額を返還しなければならない。  

（交付申請の期日）  

第７条  規則第４条に定める交付申請は、毎年度７月３１日までに行わなければなら

ない。  

（交付要件の確認）  

第８条  市長は、規則第５条第１項に定める交付の決定に当たって、本補助金の交付

事務に必要な内容に関し、補助事業者の同意を得た上で、市税の収納状況を確認す

ることができる。  

（計画変更）  

第９条  補助事業者は、補助金の交付決定通知を受けた後において補助事業等の計画

変更（廃止及び中止を含む。）をする場合は、直ちに規則第８条に定める補助事業

等計画変更承認申請書を市長に提出し、承認を受けなければならない。  

 （実績報告）  

第１０条  補助事業者は、整備が完了したときは、完了日から起算して３０日を経過

する日又は翌年度の４月１０日のいずれか早い期日までに、規則第１０条に定める

実績報告書を市長に提出しなければならない。  

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）  

第１１条  補助事業者は、補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告によ

り補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、別に定める消費

税等仕入控除税額報告書により速やかに市長に報告しなければならない。  

２  市長は、前項の報告があった場合には、当該消費税等仕入控除税額の全部

又は一部の返還を命ずるものとする。  

（調査等）  

第１２条  市長は、必要に応じて、補助事業者に補助事業の進捗状況、効果等及び補

助事業により取得した財産について説明又は文書の提出を求めることができ、補助

事業者は、正当な理由なく、これを拒んではならない。  

（関係書類の保存）  

第１３条  補助事業者は、帳簿等の補助対象事業に係る全ての関係書類を、補助対象



事業が完了した年度の翌年度から５年間保存しなければならない。  

（財産の処分の制限）  

第１４条  補助事業者は、総務省所管補助金等交付規則（平成１２年総理府・郵政

省・自治省令第６号）第８条に定められた期間が経過するまでは、当該補助事業に

より取得した財産を補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付

け、又は担保に供してはならない。ただし、市長の承認を得た場合は、この限りで

はない。  

２  補助事業者が市長の承認を受けて補助財産を処分したことにより収入があったと

きは、市長は、その収入額の全部又は一部を市に返納させることができる。  

（委任）  

第１５条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。  

    

附  則  

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。  

附  則  

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  

 



別表第１（第２条関係）  

 

区   分  要   件  

医療機器等  1. 「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関す

る法律」に定める高度管理医療機器、管理医療機器、一般医療機

器として、承認番号あるいは許可番号、認証番号、届出番号のい

ずれかの記載があるもの  

2. 厚生労働省の定める病院会計準則に基づいて作成された勘定科目

において、固定資産の部に属する「医療用器械備品」に該当する

備品  

3. １及び 2 に掲げるものの他、病院が外来、入院及び在宅医療の機

能を果たすための行為（搬送、検査、診断、治療、手術、薬の処

方、リハビリテーション、食事の提供、栄養指導等）を安全かつ

適切に行うために必要となる備品。ただし、家具や事務機器等、

病院以外の事業所においても一般的に利用される汎用性の高い備

品を単独で購入する場合を除く。  

4. 国が推進する医療 DX の趣旨に合致すると認められるシステム等

（電子カルテあるいは診療支援部門システムなど。ソフトウエ

ア・ハードウエアを含む）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


